
毎
月
勤
労
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

毎
月
勤
労
統
計
調
査
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
労
働
省
令
第
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
報
告
義
務
）

（
報
告
義
務
）

第
十
六
条

全
国
調
査
第
一
種
事
業
所
又
は
地
方
調
査
第
一
種
事
業
所
の
事
業
主
は
、
第
八
条
第
一
項
各
号
に
掲

げ
る
事
項
を
厚
生
労
働
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
が
当
該
事
業
主
に
配
布
す
る
調
査
票
を
用
い
て
報
告
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
六
条

全
国
調
査
第
一
種
事
業
所
又
は
地
方
調
査
第
一
種
事
業
所
の
事
業
主
は
、
第
八
条
第
一
項
各
号
に
掲

げ
る
事
項
を
当
該
事
業
主
に
配
布
さ
れ
る
調
査
票
を
用
い
て
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

全
国
調
査
第
二
種
事
業
所
又
は
地
方
調
査
第
二
種
事
業
所
の
事
業
主
（
事
業
主
が
不
在
の
と
き
は
、
こ
れ
に

代
わ
る
者
。
第
十
七
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。）は
、
第
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
毎
月
勤
労

統
計
調
査
員
の
質
問
に
対
し
て
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

全
国
調
査
第
二
種
事
業
所
又
は
地
方
調
査
第
二
種
事
業
所
の
事
業
主
（
事
業
主
が
不
在
の
と
き
は
、
こ
れ
に

代
わ
る
者
）
は
、
第
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
毎
月
勤
労
統
計
調
査
員
の
質
問
に
対
し
て
報
告
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

（
略
）

３

（
略
）

（
調
査
票
の
提
出
）

（
調
査
票
の
提
出
）

第
十
七
条

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、
調
査
票
を
調
査
月
の
翌
月
の
十
日
ま
で
に
、
当
該
事
業
所
を

管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
（
た
だ
し
、
厚
生
労
働
大
臣
か
ら
調
査
票
の
配
布
を
受
け
た
事
業
主
に
お
い
て
は
厚

生
労
働
大
臣
）
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
七
条

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、
調
査
票
を
調
査
月
の
翌
月
の
十
日
ま
で
に
、
当
該
事
業
所
を

管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
・
３

（
略
）

２
・
３

（
略
）

（
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
提
出
）

（
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
提
出
）

第
十
七
条
の
二

（
略
）

第
十
七
条
の
二

（
略
）

２

前
項
の
規
定
は
、
全
国
調
査
第
二
種
事
業
所
又
は
地
方
調
査
第
二
種
事
業
所
の
事
業
主
が
行
う
第
十
六
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

２

前
項
の
規
定
は
、
全
国
調
査
第
二
種
事
業
所
又
は
地
方
調
査
第
二
種
事
業
所
の
事
業
主
（
事
業
主
が
不
在
の

と
き
は
、
こ
れ
に
代
わ
る
者
）
が
行
う
第
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

３

第
一
項
（
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
報
告
す
る
場
合
は
、
同
項
の
電
子
計
算

機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
が
さ
れ
た
と
き
に
調
査
票
が
厚
生
労
働
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
到

達
し
た
も
の
と
み
な
す
。

３

第
一
項
（
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
報
告
す
る
場
合
は
、
同
項
の
電
子
計
算

機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
が
さ
れ
た
と
き
に
調
査
票
が
都
道
府
県
知
事
に
到
達
し
た
も
の
と
み
な

す
。

令和元年月日 月曜日 (号外第号)官 報
〇
厚
生
労
働
省
令
第
四
号

統
計
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
五
十
六
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
毎
月
勤
労
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
元
年
五
月
二
十
日

厚
生
労
働
大
臣

根
本

匠


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